
市民緑地制度 
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○契約締結状況（H22年度末現在） ：162地区、約9０ｈａ 

・地方公共団体等が土地所有者と契約し、雑木林・屋敷林などの民有緑地を管理すると 
  ともに、地域住民が利用する緑地として公開 
・案内板、ベンチなど、必要に応じ、利用や管理に必要な施設を整備。 
・企業敷地内の緑地、人工地盤上の緑地などを市民緑地に指定することも可能。 

○国庫補助 ・市民緑地契約に基づく施設整備（社会資本整備総合交付金） 
○税制措置 ・固定資産税が非課税（地方公共団体に無償貸し付けの場合） 

     ・相続税が２割評価減（契約期間２０年以上などの条件を満たす場合） 

←北烏山九丁目屋敷林市民緑地（東京都世田谷区） 

第１号市民の森（埼玉県鶴ヶ島市） きたっぱら憩いの森（東京都練馬区） 

緑地の保全 



緑の基本計画に市街化区域内農地を位置づけている例 

みどりとみずのまちの将来構造図 

「世田谷区みどりとみずの基本計画」 

目標とする将来像 
「みどりとみずの環境共生都市・世田谷」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農地が多い 
住環境エリア 

緑化重点 
地区 

みどりの 
ネットワーク 

みどりの 
拠点 

骨格的なみどり 
とみずの軸 

みどりと 
みずの軸 

みどりの軸 

＜基本方針＞ 

施策の体系 
＜施策＞ 

世田谷らしいみどりと
みずの保全 

地域の水循環の回復
と水環境の再生 

地域にあったみどりと
みずの創出 

みどりとみずのある
暮らしの応援 

 国分寺崖線の保全 

 生物多様性空間の保全・回復と 
 ネットワーク化 

 社寺林や屋敷林など地域の歴史を 
 伝えるみどりの保全 

 農が培ってきたみどりの保全 

 
 
 
 
 
 
 
 

・農業の基盤づくり 
・ふれあい農業の推進 
・体験農園の拡充 
・区民農園の充実 
・新たな生産緑地地区の指定 
                  等 
 

【推進の考え方】 

住宅地では、農地や樹林のみどりを保全しつつ、新
たな緑化を進め、地域特性に合った景観をつくりま
す。 
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 世田谷区では、既存の都市公園の周辺に点在する農地を一体的に活用
し、農地を活かしたまちづくりの拠点として活用するため、生産緑地の所有
者と協議の上、都市計画公園に指定。 

 →区内に残るまとまりのある農地の保全を実現。 

 →生産緑地の買取り申出があった場合、通常の都市計画事業用地  
  として予算措置が可能。 
 →農地所有者の、所有する農地は公有地化されても農地として存続 
  させたい、という意向。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○方針の位置付け 

 ・「みどりとみずの基本計画」における農地保全のた
めの対応策。 

 ・農地は、「都市整備方針」や「風景づくり計画」でも
貴重な財産として保全、活用していくこととしており、
整合を図る。 

 ・「農業振興計画」との整合を図る。 
 
○農地保全重点地区を指定 
    ※世田谷区みどりの基本条例に基づく地区指定 

○農地の保全策 
 ・宅地化農地を生産緑地に追加指定 
 ・宅地化農地を区民農園等として活用 
 ・屋敷林を市民緑地等に重点的に指定 
 ・保存樹林地の支援を拡充 
 
○農業振興等拠点の整備 

 ・農地を活かしたまちづくりの拠点として有効性が高
い農地等について面積1ha以上等で都市計画公
園・緑地に指定。 

 ・農地の取得後は、区民参加農園、教育・福祉農園、
多様な農業者の育成・支援のための農園、実験農
園、緑化のための花苗の生産農園のいずれかとし
て活用。 

 ・農園の管理運営は農業関係団体、区民活動団体、
学校法人等と連携して実施。 

市街化区域内農地を都市公園として保全する例 

「世田谷区農地保全方針 都市計画公園の指定 

既都市計画公園区域   約０．５３ｈａ 

都市計画公園追加区域  約０．７７ｈａ 

 

 

 

 

 

都市内に残ったまとまりのある農地 
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 大都市と地方都市など、地域の状況により、市街化区域内農地に関する関係者（農家、市民、行政）の考え方が
大きく異なること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 農業、農地、農家それぞれの課題に対応する必要があること 

 都市計画手法（土地利用の制限等）では「農業の継続」を担保することが極めて困難であり、営農環境の整備など
都市農業振興策との一体的な取り組みが必要であること 

 農業の構造的な問題（収益性の低さ、労働力不足等）への対応、小規模な農地が分散する都市農地の特性を活
かした新たな農業の構築が求められること  等 

大都市                            

•市街地内の緑地が絶対的に不足しており、農地は都市の貴

重な環境施設として積極的に保存すべきとの要望が大きい 

•行政も、農地の多面的機能を評価し独自の支援策を講じる

など積極的に保存推進の意向 

•激しい宅地化の波をくぐり抜けて存続した農地であり、営農

意欲の高い農家が比較的多い 

•消費地近接を活かした契約栽培、直売方式、庭先販売等に

より、労働集約的、多品種尐量生産、高付加価値型生産に

よる畑作経営やもぎとり園、体験農園など市民参加型農業

の成立（多様な経営が可能） 

•農作業への市民参加の気運が比較的高い 

•農外所得（賃貸住宅等）に大幅に依存、宅地等を含む相続

により農地の維持が困難化するおそれ 

地方都市                            

•農業施策は市街化調整区域の農地が中心、農家も調整区

域での営農が中心で市街化区域内農地では開発を期待 

•行政も、調整区域の開発を抑制しコンパクトな街づくりを進

める上でも、市街化区域内農地は引き続き宅地化促進の意

向、都市農業振興の観点はほとんど無い 

•稲作中心であり、小規模分散の市街化区域内農地は非効

率、労働力も不足 

•賃貸住宅等の需要低迷により不動産収入は期待薄、宅地

化し売却の意向 

•固定資産税の負担感が大きいが、地価が安いため相続税

の負担感は大都市に比べれば相対的に小さい 
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市街化区域内農地の検討上の課題 



○都市計画制度小委員会の資料 

  社会資本整備審議会 都市計画制度小委員会の資料は、 

  国土交通省ホームページに全資料・議事録が掲載されています。 

    http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_toshikeikakuseido01.html 


